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研究成果の刊行に関する一覧表レイアウト（参考） 
                                                                                                 
      書籍                                                                                        

 著者氏名  論文タイトル名 書籍全体の
 編集者名 

 書 籍 名 出版社名  出版地 出版年  ページ 
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別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
                              機関名  国立成育医療研究センター 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                   
                              氏 名  五十嵐 隆 
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 小児がんセンター 医師                                

    （氏名・フリガナ） 大隅 朋生  オオスミ トモオ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
                              機関名 医療法人財団はるたか会 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名  前田 浩利         
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 医療法人財団はるたか会                                

    （氏名・フリガナ） 前田 浩利（マエダ ヒロトシ）                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 医療法人財団はるたか会 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
                              機関名 オレンジホームケアクリニック 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 紅谷浩之           
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名）  理事長                               

    （氏名・フリガナ）  紅谷浩之（ベニヤ ヒロユキ）                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



令和８年３月２日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                       
             

機関名 北海道大学 
 

所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      

氏 名 寳金 清博       
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究     

３．研究者名  （所属部署・職名）北海道大学病院・教授                          

    （氏名・フリガナ）長 祐子・チョウ ユウコ                        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
                              機関名 埼玉県立小児医療センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 病院長 
                                                                                      
                              氏 名 岡 明            
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 血液腫瘍科・科長                                

    （氏名・フリガナ） 荒川 ゆうき・アラカワ ユウキ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 
埼玉県立小児医療センター

倫理委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
                          機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
                 所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                          氏 名  間野 博行        
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 小児腫瘍科 ・ 科長                     

    （氏名・フリガナ） 荒川 歩 ・ アラカワ アユム                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
            機関名 地方独立行政法人東京都立病院機構 東京都立小児総合医療センター 

 
    所属研究機関長  職 名 院長 
                                                                                      
             氏 名 山岸 敬幸 
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 血液・腫瘍科 部長                      

    （氏名・フリガナ） 湯坐 有希 ユザ ユウキ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



令和 8 年 4 月 13 日 
                                         
厚生労働大臣  殿 

                                                                                             
                                  地方独立行政法人神奈川県立病院機構 
                               機関名   神奈川県立こども医療センター 
 
                      所属研究機関長 職 名   病院長 
                                                                                      
                              氏 名  石川 浩史         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                

２．研究課題名 小児がん患者の在宅療養における課題やニーズ等の実態把握のための研究           

３．研究者名  （所属部署・職名） 血液・腫瘍科・部長                                

    （氏名・フリガナ） 横須賀 とも子・ヨコスカ トモコ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年３月１３日 
厚生労働大臣 殿                                                                              

                                   
                              機関名 国立大学法人三重大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  伊藤 正明         
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                  

２．研究課題名  小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究                                 

３．研究者名  （所属部署・職名）医学系研究科・リサーチアソシエイト                                 

    （氏名・フリガナ）岩本 彰太郎・イワモト ショウタロウ                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 三重大学医学部附属病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
                              機関名 大阪市立総合医療センター 

 
                      所属研究機関長 職 名  病院長 
                                                                                      
                              氏 名  清水 貞利         
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 緩和ケア内科・部長                                

    （氏名・フリガナ）  多田羅 竜平・タタラ リョウヘイ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
                              機関名 独立行政法人国立病院機構 
                                 九州がんセンター 

                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名  森 田  勝    
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名）   小児・思春期腫瘍科  医長                              

    （氏名・フリガナ）   古 賀  友 紀  (コガ ユウキ)                          

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
                              機関名 下関市立大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 韓 昌完        
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名）看護学部・教授                                 

    （氏名・フリガナ）濵田 裕子・ハマダ ユウコ                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 下関市立大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
                              機関名 鹿児島大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 井戸章雄  
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名）     小児科・教授                            

    （氏名・フリガナ）     岡本康裕 オカモトヤスヒロ                        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（          ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 8 年 4 月 30 日 
厚生労働大臣  殿                                                                          

                                    
                              機関名  国立成育医療研究センター 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                   
                              氏 名  五十嵐 隆 
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 小児がんセンター センター長                                

    （氏名・フリガナ） 松本 公一 マツモト キミカズ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 五十嵐 隆         
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 総合診療部緩和ケア科・診療部長                                

    （氏名・フリガナ） 余谷暢之・ヨタニノブユキ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                        

２．研究課題名 小児がん患者在宅移行の円滑化促進と在宅療養における課題とニーズ把握のための研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名）  都立小児総合医療センター緩和ケア科 医員                               
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４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 三重大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

総合研究報告書 

小児がん患者在宅移行の円滑化促進と 

在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

 

研究代表者：大隅朋生 
国立成育医療研究センター小児がんセンター 医師 

              あおぞら診療所せたがや 
 

 

 

A. 研究目的 

小児期において、がんは依然として主

要な死亡原因の一つである。多くの小児

がん患者は、治癒が困難と判断された後

も病院で療養を続け、最期を迎えるのが

現状である。一方で近年、終末期の過ご

し方に多様性が求められるようになり、

小児がん患者においても在宅療養という

選択肢が徐々に広がりを見せている。 

厚生労働省の人口動態統計によると、

がん患者の死亡場所としての自宅の割合

は、成人において 2006 年の 6.2%から

2020 年には 16.9%へ増加している。一

方、小児では 2006 年の 2.2%から 2020 年

には 31.6%と、より大きな伸長を認めて

いる。この背景には、成人領域を中心と

した在宅医療体制の整備、小児がん医療

者の意識変化、さらには新型コロナウイ

研究要旨 
本研究は、小児がん患者と家族が、その価値観や希望に沿って療養場所を

選択できる体制構築を目的として、小児がん在宅療養における課題抽出と実

践的支援体制の検討を行った。退院調整、在宅輸血、家族の経済的負担、社

会資源活用、心理社会的支援、こどもの意思決定支援、在宅死亡後の病理解

剖、成人在宅医療機関との連携促進など、多角的テーマについて研究を展開し

た。その結果、小児がん患者の在宅療養には、地域医療資源格差、在宅輸血

体制、意思決定支援、多職種連携、家族の生活基盤維持など、複合的課題が

存在することが改めて明らかとなった。一方で、在宅輸血実践、地域セミナ

ー、意思決定支援に関する教育活動、在宅病理解剖後の CPC などを通じて、

地域ネットワーク形成や実践的支援モデル構築が進みつつあることも示され

た。本研究を通じて、小児がん在宅医療には、医療技術のみならず、心理社

会的支援、倫理的対話、地域連携、家族支援を含めた包括的支援体制が必要

であることが示された。今後は、地域間格差の是正と支援モデルの標準化を

進め、小児がん在宅医療の社会実装につなげていく必要がある。 
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ルス感染症流行による療養環境への影響

など、複数の要因が関与していると考え

られる。 

しかしながら、小児がん患者の在宅移

行および在宅療養には依然として多くの

課題が存在する。地域による医療資源格

差、在宅医療機関との連携不足、在宅輸

血など医療的支援体制の未整備、意思決

定支援の不足、さらには在宅療養を支え

る社会資源へのアクセス困難など、制度

的・構造的要因によって在宅療養という

選択肢そのものが十分に提示されていな

い現状がある。 

我々の研究班は、令和元年度より継続

して厚生労働科学研究費補助金（がん対

策推進総合研究事業）の支援を受け、

「小児がん患者に対する在宅医療の実態

とあり方に関する研究」および「小児が

んの子どもに対する充実した在宅医療体

制整備のための研究」を推進してきた。

これまでの研究では、小児がん患者の在

宅移行に関する課題を多角的に明らかに

するとともに、患者・家族がより納得し

た形で療養場所を選択できるための基礎

的データの収集と分析を進めてきた。 

本研究では、これまでの研究班で得ら

れた知見を基盤として、在宅移行を妨げ

る具体的障壁に対する実践的解決策の構

築と、在宅療養支援体制の質的向上を目

的とした。具体的には、成人在宅医療機

関との連携構築、在宅輸血体制の整備、

在宅療養における経済的負担に関する調

査、意思決定支援に関する教育活動、社

会資源活用支援、在宅療養における心理

社会的課題の分析、さらには在宅看取り

後の病理解剖体制整備など、多角的視点

から研究を展開した。 

これらを通じて、小児がん患者と家族

が、その価値観や希望に沿って療養場所

を選択できる体制の社会実装を目指す。 

  

B. 研究方法 

C. 研究結果 

研究内容の詳細については、各分担者

の報告書をご参照いただきたい。本稿で

は概要について記載する。 

【終末期を見据えた小児がんのこどもの

退院調整に関するインタビュー調査】（長、

名古屋、横須賀、余谷） 

 小児がん患者における在宅移行は、時

間的制約や病状進行の速さなどから、医

療的ケア児の在宅移行とは異なる特有の

困難を伴う。本研究では、終末期を見据え

た小児がん患者の退院調整の特徴と工夫

を明らかにすることを目的として、退院

調整に関わった病院スタッフへのインタ

ビュー調査を実施した。結果として、限ら

れた時間の中での多職種連携、地域医療

機関との迅速な調整、家族への心理的支

援など、小児がん特有の退院調整の特徴

が明らかとなった。本成果については小

児科学会雑誌で公開されている。 

【小児がん患者と家族の経済的負担につ

いての検討】（名古屋、余谷） 

小児がん治療では、長期入院や付き添

いに伴う経済的負担が大きな課題となる。

本研究では、小児がん患者家族が直面す

る「経済毒性」の実態を、直接非医療費お

よび間接費用の観点から探索的に調査し

た。予備調査の結果、医療費自体は公的助

成制度により一定程度保障されている一

方で、交通費、付き添い者の生活費、宿泊
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費等により月平均約 8 万円の自己負担が

発生していた。また、育児・介護休業制度

の時限性と長期療養の実態との乖離、将

来的な離職や減収リスク、旅行キャンセ

ル料等による社会体験機会の制限など、

療養生活全体に影響する課題が明らかと

なった。本研究は、「家族の経済的安定」

が患児の療養環境を支える重要な基盤で

あることを示しており、今後は症例数を

拡充し、生活維持コストへの支援を含め

た政策的検討が求められる。 

【在宅輸血調査】（岩本、西川） 

終末期小児がん患者において、輸血療 

法は生活の質（QOL）維持に重要な役割を 

果たす一方、輸血需要は在宅療養選択の 

障壁の一つとなっている。本研究では、小 

児がん拠点病院・連携病院を対象とした 

全国調査を実施し、2020 年調査との比較 

検討を行った。その結果、在宅輸血実施施 

設は 38％から 58％へ増加し、症例数も 26 

例から 62例へ増加していた。また、輸血 

場所に関する認識についても、「自宅中心」 

から「患者・家族が希望する場所」へと価 

値観の変化が認められた。一方で、人的負 

担、輸血製剤管理、安全性、地域格差など 

の課題も依然として残存していた。今後 

は、標準化指針の整備やコンサルテーシ 

ョン体制構築など、持続可能な在宅輸血 

体制整備が求められる。 

【社会資源の情報共有に関する検討】（荒

川歩） 

 小児がん患者の在宅移行において、地

域で利用可能な社会資源へのアクセスは

重要な課題である。先行研究において、中

学生以上の患者と家族向け、および学童

期以下の患者向けのリーフレットを作成

した。本年度は、MSW および在宅支援看護

師を対象に、リーフレットの使用状況や

使用感、実際の社会資源活用状況につい

てインタビュー調査を実施した。また、学

童期以下の患者向けリーフレットについ

ても研究計画を策定し、倫理審査承認を

取得した。今後、インタビュー調査結果を

踏まえ、より実践的な内容への改訂を進

める予定である。 

【治癒困難な小児がんの子どもと家族の

在宅療養における心理社会的課題の認識

に関する横断研究】（多田羅、名古屋、濱

田、余谷） 

 治癒困難な小児がんの子どもと家族の

在宅療養における心理社会的課題を明ら

かにすることを目的として、在宅療養経

験のある小児がん患者家族（遺族）および

医療・教育・福祉関係者へのインタビュー

調査を実施した。分析の結果、在宅移行の

意思決定、子どもの主体性、家族の再編、

きょうだい支援、医療者との協働、制度的

課題など、多層的なテーマが抽出された。

また、在宅療養は「子どもらしい時間」を

可能にする一方で、家族への負担や孤立

を生じうる両義的側面を持つことが示さ

れた。さらに、医療者による「医療の枠を

超えた伴走」の重要性が明らかとなった。 

【在宅死亡後の病理解剖】（荒川ゆ、大隅） 

近年、小児がん患者の在宅看取りが増 

加する中、在宅死亡後に病理解剖を希望 

する家族のニーズが顕在化している。本 

研究では、埼玉県立小児医療センターを 

中心として、在宅看取り後に病理解剖へ 

移行する運用モデルを構築した。本年度 

は、実際の在宅看取り症例において病理 

解剖を実施し、さらに臨床病理カンファ 
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レンス（CPC）を開催した。CPC には病院 

医師、在宅医、訪問看護師、MSW、臨床心 

理士など多職種が参加し、高い教育的・心 

理的意義が確認された。また、ご遺族から 

は病理解剖結果の説明が心理的区切りに 

つながったとの意見が得られ、グリーフ 

ケアとしての側面も示唆された。 

【こどもの意思決定支援】（荒川ゆ、大隅、

岡本、長、横須賀） 

 先行研究において、終末期小児がん患

者本人への病状説明や意思決定支援が十

分に行われていない現状が明らかとなっ

た。本研究では、「こどもの意思決定支援」

をテーマとした継続的セミナーシリーズ

を企画・実施した。「生命倫理学と（こど

もの）意思決定支援」「死が避けられない

ことをこどもに伝えるとき」をテーマと

した 2 回のオンライン講演会を開催し、

延べ 1000 名を超える応募があった。アン

ケート結果からは、医療現場における具

体的対話や倫理的ジレンマに対する高い

ニーズが示され、多職種による継続的議

論の必要性が確認された。 

【成人の在宅医療との連携促進】（大隅、

中村、紅谷、前田） 

 全国の小児がん患者・家族に療養場所

の選択肢を提供するためには、主に成人

を対象としている在宅医療機関との連携

強化が重要である。本研究では、小児がん

在宅医療に関心を持ちながらも経験の乏

しい成人在宅医療機関を対象として、重

点的な教育活動と地域連携支援を行った。

具体的には、長野、京都、仙台において地

域セミナーを開催した。各地域では、小児

がん診療施設、在宅医療機関、訪問看護師、

MSW など多職種が参加し、症例検討や地域

課題の共有を行った。本研究を通じて、地

域における小児がん在宅医療ネットワー

ク形成と、成人在宅医療機関の受入支援

体制構築が進みつつある。 

（倫理面への配慮） 

本研究の遂行にあたっては、「人を対象と

する生命科学・医学系研究に関する倫理

指針」を遵守し、各研究実施施設の倫理審

査委員会の承認を得て実施した。研究成

果を公表する際には、個人を識別できる

情報の取り扱いに十分配慮し、プライバ

シー保護を徹底した。 

 

D. 考察 

本研究班の大きな目標は、小児がん患 

者とその家族が、終末期においてもその

価値観や希望に沿って療養場所を選択で

きる社会の実現にある。近年、小児がん患

者における在宅療養は徐々に広がりを見

せている一方で、その実現には依然とし

て多くの課題が存在している。 

これまでの大隅班の研究を通じて、小

児がん終末期における在宅移行の実態や

障壁、現場での工夫が具体的に明らかと

なってきた。地域差、疾患特性、家族背景、

医療資源へのアクセス、制度的制約など、

複合的要因が在宅移行の成否に大きく影

響していることが改めて示された。また、

在宅療養は単なる療養場所の変更ではな

く、家族システムの再編、子どもの主体性、

医療者との関係性など、多層的な意味を

持つ営みであることも明らかとなった。 

本研究では、これまでの課題抽出にと

どまらず、実際の支援体制構築や社会実

装を見据えた実践的取り組みを展開した

点に大きな特徴がある。具体的には、在宅
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輸血体制整備、成人在宅医療機関との連

携促進、社会資源活用支援、意思決定支援

に関する教育活動、在宅死亡後の病理解

剖体制構築など、多角的アプローチを行

った。 

特に在宅輸血研究では、在宅輸血実施

施設および症例数の増加に加え、「自宅」

という場所そのものではなく、「患者・家

族が希望する場所」を重視する価値観へ

の変化が示された点は重要である。これ

は、本研究班が一貫して重視してきた「療

養場所を選択できること」という理念と

も一致するものである。一方で、人的負担、

地域格差、安全性、制度未整備などの課題

も依然として存在しており、今後の標準

化や支援体制整備が必要である。 

また、成人在宅医療機関との連携促進

研究では、長野、京都、仙台など各地域に

おいて、小児がん診療施設、在宅医療機関、

訪問看護師、MSW 等をつなぐ地域ネットワ

ーク形成が進みつつあることが確認され

た。小児がん在宅医療は症例数が限られ

るため、特定施設のみで全国を支えるこ

とには限界があり、成人在宅医療機関と

の協働は今後さらに重要になると考えら

れる。 

さらに、意思決定支援研究では、本人へ

の病状説明や意思決定支援に対する医療

現場の高い関心と葛藤が可視化された。

特に、多職種による継続的対話の必要性

や、「死が避けられない状況でどのように

子どもと対話するか」という根源的課題

に対するニーズの高さが示されたことは

重要である。 

在宅死亡後の病理解剖研究では、病理

解剖が医学的意義だけでなく、ご遺族や

医療者にとってのグリーフケアや意味づ

けの側面を持つことが示唆された。これ

は、小児がん在宅医療支援が「看取りまで」

で終わるものではなく、その後の家族支

援や医学的検証まで含む包括的支援であ

ることを示している。 

また、経済的負担に関する研究では、医療

費助成制度が整備されている一方で、交通

費、付き添い者の生活費、休業に伴う減収な

ど、「生活維持コスト」が家族に大きな影響

を与えている実態が明らかとなった。これ

らは単なる家計上の問題にとどまらず、患

児の療養環境や QOL、さらには家族が在宅

療養という選択肢を持てるかどうかにも直

結する重要な課題である。小児がん在宅医

療の推進においては、医療的支援のみなら

ず、家族の生活基盤を支える視点が不可欠

である。 
本研究を通じて、小児がん患者と家族

が、その価値観や希望に沿って療養場所

を選択できるためには、単一の制度や医

療技術のみでは不十分であり、医療、福祉、

教育、地域支援、倫理的対話など、多層的

支援を有機的につなぐ必要性が改めて明

らかとなった。今後は、これらの知見を基

盤として、地域間格差の是正、継続的教育

機会の整備、実践モデルの標準化を進め、

小児がん在宅医療の社会実装へとつなげ

ていく必要がある。 

E. 結論 

本年度は、各研究テーマにおいて本格

的な研究実施および実践展開が進んだ年

度であった。退院調整、在宅輸血、経済的

負担、社会資源活用、意思決定支援、成人

在宅医療機関との連携、在宅死亡後の病

理解剖など、多角的な研究を通じて、小児
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がん患者の在宅療養を支えるための具体

的課題と実践的支援モデルが示された。 

特に、地域連携や多職種協働を基盤と

した支援体制構築が進みつつあり、小児

がん患者と家族が療養場所を選択できる

環境整備に向けた基盤形成が進展したと

考えられる。 

今後は、これらの知見をもとに、地域間

格差の是正、継続的教育体制の整備、支援

モデルの標準化を進め、小児がん在宅医

療の社会実装へとつなげていく必要があ

る。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

G. 研究発表 

1．論文発表 

倉田 敬，古賀友紀，濱田裕子，大隅朋生 

「小児がん患者における終末期の緩和ケ

アを行う病室の調査」 

日本小児科学会雑誌 128 巻 11 号, 1449-

1453, 2024. 

 

2．学会発表 

清水麻理子，鈴木彩，余谷暢之，名古屋祐

子，大濱江美子，池田有美，加藤香恵，横

須賀とも子，長祐子，荒川歩，大隅朋生 

「終末期を見据えた小児がんの子どもの

退院支援をテーマにしたワークショップ

の実施」 

第66回日本小児血液・がん学会学術集会，

2024 年 12 月 14 日，京都（ポスター） 

 

大隅朋生 

教育講演 25「成人在宅医が小児がんを担

当する時のヒントになること」 

第 6 回日本在宅医療連合学会，2024 年 7

月 20-21 日 

 

大隅朋生, 市橋亮一, 紅谷浩之, 宮本雄

気 

ワークショップ 8「症例から学ぶ小児がん

と看取り」 

第 6 回日本在宅医療連合学会，2024 年 7

月 20-21 日 

 

濵田裕子，余谷暢之，多田羅竜平，古賀友

紀，名古屋祐子，藤田紋佳，森口晴美，大

隅朋生 

「治癒困難な小児がん患児の在宅療養を

支えた家族の語りからみえる心理社会的

課題」 

第 23 回小児がん看護学会学術集会，2025

年，福岡（口演） 

 

Kae Kato, Eriko Uchida, Bunpei 

Miyazaki, Risa Yanai, Kayoko Tao, 

Natsumi Kikuchi, Kiyotaka Isobe, 

Ayumu Arakawa, Chitose Ogawa 

“Early introduction of home care and 

psychosocial support for pediatric 

patients with advanced cancer at the 

National Cancer Center Hospital, 

Japan.” 

The Annual Congress of the 

International Society of Paediatric 

Oncology (SIOP 2025), Amsterdam, 2025

（Poster） 

 

 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
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（予定を含む） 

1. 特許取得 

該当なし 

 

2. 実用新案登録 

該当なし 

 

3. その他 

該当なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

小児がんの子どもに対する充実した在宅医療体制整備のための研究 

 

研究分担：在宅輸血 

分担研究報告書 
 

研究分担者  

三重大学 大学院医学系研究科リサーチアソシエイト 岩本彰太郎 

都立小児総合医療センター緩和医療科 医員 西川英里 

 

 

A. 研究目的 

終末期の小児がん患者においては、療養期

間が限られる中で生活の質（QOL）を維持

するため、輸血療法が継続的に必要となる

場合が多い。しかしながら、輸血需要は在宅

療養を選択する際の大きな障壁の一つとな

っており、在宅における輸血体制は依然と

して十分に整備されているとは言い難い。 
研究代表者らはこれまで、令和元年度厚生

労働科学研究費補助金（がん対策推進総合

研究要旨 
【背景】終末期小児がん患者では QOL 維持のため輸血療法が重要であるが、在宅輸血体制は十分に整備

されていないため、輸血需要は在宅療養選択の障壁となっている。2020 年の全国の小児がん拠点・連携

病院へのアンケート調査では在宅輸血実施施設は 17％にとどまり、体制・安全性・指針の不足が課題と

された。 
【目的】小児がん拠点・連携病院を対象に 2025 年調査を実施し、2020 年結果と比較することで、終末期

小児がん患者に対する輸血療法、特に在宅輸血の実施状況の変化と課題を明らかにする。 
【方法】全国小児がん拠点・連携病院 159 施設を対象に無記名郵送式アンケートを実施し、終末期在宅移

行、輸血実施状況、実施場所、在宅輸血経験、基準および課題を調査し、2020 年結果と比較した。 
【結果】回収率は 61％（97 施設）であった。終末期在宅移行経験施設割合は 73％で大きな変化はなかっ

たが、死亡前 3 か月の輸血実施施設は 67％と増加した。在宅輸血実施施設は 38％から 58％へ増加し、症

例数も 26 例から 62 例へ増加した。複数症例を経験する施設も増加し、実践の拡充が認められた。一方、

輸血基準は概ね不変であったが、一部で柔軟化がみられた。相応しい輸血場所の認識は「自宅」中心から

「患者・家族の希望」へと変化した。 
【考察】在宅輸血は施設数・症例数ともに増加し、単発的実施から継続的実践へ移行しつつあることが示

された。背景にはガイドライン整備や在宅医療体制の進展があると考えられる。一方で、実施施設の偏

在、人的・運用負担、安全性への懸念、小児特有の課題は依然として残存する。今後は連携体制の強化、

標準化指針の整備、教育・支援体制の構築により、安全かつ持続可能な在宅輸血体制の確立が求められる 
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研究事業）において、小児がん拠点病院およ

び小児がん連携病院を対象に、終末期小児

がん患者の在宅移行および輸血療法の実態

を全国規模で調査した。その結果、終末期に

輸血を必要とする症例は一定数存在する一

方で、在宅輸血を実施している施設は限ら

れており、副作用・急変時対応の体制不足や

輸血製剤の搬送・管理、さらには明確な指針

（ガイドライン）の不足が、在宅輸血普及の

大きな課題であることが明らかとなった。 
その後、令和 3 年度の研究において在宅輸

血の実践施設を対象とした調査が行われ、

在宅赤血球輸血については既存ガイドライ

ンに基づいた運用が可能である一方で、血

小板輸血については施設ごとの対応に依存

している実態が示され、小児領域における

在宅輸血体制の整備は依然として途上にあ

ることが確認された。近年、血小板輸血に関

する指針の整備も進みつつあり、在宅輸血

を取り巻く環境は変化しつつある。 
しかしながら、これら一連の取り組みを経

た後、終末期小児がん患者に対する輸血療

法、特に在宅輸血療法の実施状況がどのよ

うに変化したのかについて、全国規模で経

時的に評価した報告はこれまでになく、そ

の実態および課題の再評価が求められてい

る。 
そこで本研究では、小児がん拠点病院およ

び小児がん連携病院を対象にアンケート調

査を実施し、終末期小児がん患者に対する

輸血療法の実態を明らかにするとともに、

令和元年度に実施した調査結果との比較検

討を行うことを目的とする。これにより、本

邦における終末期小児がん患者に対する輸

血療法の経時的変化、特に在宅輸血療法の

普及状況および残存する課題を明らかにし、

安全かつ迅速な在宅輸血体制の整備に資す

る知見を得ることを目指す。 
B. 研究方法 

・アンケート調査 
・対象：小児がん拠点病院および小児が

ん連携病院 159 施設（拠点病院 15 施設、

連携病院 144 施設）の代表者 
・調査期間 
2025 年 11 月 05 日から 2025 年 12 月 31
日 
・具体的方法：先行研究で実施した調査

内容を基本とし、小児がん拠点病院およ

び小児がん連携病院の施設代表者を対象

に、終末期小児がん患者に対する輸血療

法の実態および在宅輸血の実施状況・課

題について、無記名式アンケート調査を

実施した。アンケートは郵送により配布

し、記入後は同封の返信用封筒にて研究

事務局へ返送されたものを回収した。収

集したデータを基に、在宅輸血の実施状

況の把握および課題の抽出を行い、先行

研究（2019 年調査）との比較検討を行っ

た。なお、本研究では患者個人の診療情

報は取り扱わない。 
（倫理面への配慮） 

本研究は、人を対象とする生命科学・医

学系研究に関する倫理指針に基づき、三

重大学医学部附属病院における倫理審査

の承認を得て実施した（承認番号 U2025-
028）。アンケートは施設単位での回答と

し、個人情報は収集していない。 

C. 研究結果 

１．アンケート回収状況 



15 
 

  

2025 年調査では、小児がん拠点病院 14

施設（回収率 93％）、小児がん連携病院

83 施設から回答を得ており、全体の回

収率は 61％（97施設）であった。一方、

2020 年調査では 156 施設中 120 施設

（77％）から回答が得られ、うち小児が

ん拠点病院は 14施設（回収率 93％）で

あった。全体の回収率はやや低下した

ものの、小児がん拠点病院における回

収率は引き続き高水準であり、終末期

小児がん診療の中核を担う施設からの

回答は十分に確保された。 

２．終末期在宅移行症例の実施状況 

  

 

2025 年調査では、終末期に在宅へ移行し

た症例の経験を有する施設は 71 施設

（73％）であり、すべての小児がん拠点病

院を含んでいた。2020 年調査でも同様に

75％の施設が在宅移行を経験しており、

この割合は大きく変化していなかった。

一方、症例経験の内訳に着目すると、2025

年調査では10例以上の経験を有する施設

が 25％認められ、特に 15 例以上の施設の

75％が拠点病院に集中していた。2020 年

調査と比較して、依然として症例数は少

数例が中心であるものの、一部施設にお

いて経験の集積が進んでいる傾向が示さ

れた。また、在宅移行が行われない理由と

しては、2025 年調査では「対象患者がい

ない」（43％）、「在宅管理が困難または希

望がない」（39％）が主であり、2020 年調

査と同様の傾向であった。すなわち、在宅

移行そのものの実施割合や障壁の構造に

は大きな変化は認められなかった。 

３．終末期における輸血実施状況 

  

 

2025 年調査では、終末期在宅移行症例を

経験した 71 施設のうち、死亡前 3 か月以

内に輸血を実施した施設は48施設（67％）

であった。2020 年調査における同様の割

合は 52％であり、終末期における輸血実

施は増加傾向を示した。 

輸血実施場所についてみると、2025 年調

査では自施設入院が 37施設（77％）と最

も多く、自施設外来は 29 施設（60％）、在

宅輸血は 28 施設（58％）であった。また、
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地域基幹病院での実施は、入院 9 施設

（19％）、外来 3 施設（6％）であった。一

方、2020 年調査では、輸血実施施設 52 施

設において、自施設入院 40 施設（77％）、

自施設外来 19 施設（37％）、在宅輸血 20

施設（38％）であり、地域基幹病院での実

施は入院6施設（12％）、外来2施設（4％）

であった。 

両調査を比較すると、自施設入院での輸

血実施割合は 77％で変化は認められなか

った。一方で、自施設外来（37％→60％）

および在宅輸血（38％→58％）はいずれも

増加した。また、地域基幹病院での実施も

入院（12％→19％）、外来（4％→6％）と

増加傾向を示した。 

これらの結果から、終末期小児がん患者

に対する輸血療法は依然として入院を中

心に行われているものの、外来および在

宅での実施が拡大しており、輸血療法の

提供体制が多様化していることが示され

た。とりわけ、在宅輸血の実施施設割合の

増加は、終末期医療における輸血の提供

場所として在宅が選択される機会が、こ

の 5 年間で着実に拡大していることを示

唆する重要な所見と考えられる。 

 

４．在宅輸血の実施状況 

  

 

2025 年調査において、在宅輸血を実施し

た施設は28施設であり、2020年調査の19

施設と比較して増加していた。また、在宅

輸血の総症例数も 26 例から 62 例へと大

きく増加しており、在宅輸血の実施機会

そのものが拡大していることが示された。

さらに、症例経験の分布をみると、2020 年

調査では 1 例のみの施設が 70％を占め、

多くの施設が単発的な経験にとどまって

いたのに対し、2025 年調査では 1 例の施

設は 48％に減少し、2 例の施設が 36％を

占めるなど、複数症例を経験する施設の

増加が認められた。また、4 例以上の症例

経験を有する施設や、10 例以上の経験を

有する施設も出現しており、在宅輸血の

経験が一部施設において蓄積されつつあ

る状況が示唆された。 

これらの施設における在宅輸血の総症例

数は 62 例であり、そのうち小児がん拠点

病院が 30例（48％）を占めていた。輸血

製剤の内訳は、赤血球および血小板が主

体であり（いずれも約 80～90％）、新鮮凍

結血漿の使用は 1 施設 4 症例にとどまっ

ていた。また、輸血製剤のオーダーは、ほ

ぼすべての施設において在宅支援診療所

が主体となって行われていた。一方、2020

年調査では、在宅輸血の総症例数は 26 例

であり、そのうち小児がん拠点病院が 11

例（42％）を占めていた。輸血製剤の構成

は2025年調査と同様に赤血球および血小

板が中心であり、新鮮凍結血漿の使用は 1
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施設 1 症例に限られていた。 

以上より、在宅輸血は施設数および症例

数の両面で増加しており、単発的な実施

から複数症例を経験する施設の増加へと

変化していることが明らかとなった。す

なわち、在宅輸血は依然として限定的で

はあるものの、実施体制の拡大に加えて

経験の蓄積が進みつつあり、普及に向け

た一定の前進が認められると考えられる。 

５．輸血基準および実施方法 

在宅輸血の経験を有する施設における輸

血基準について、赤血球輸血では 2025 年

調査において Hb 7 g/dL 未満とする施設

が 57％と最も多く、2020 年調査（64％）

と同様の傾向であった。一方で、2025 年

調査では Hb 8 g/dL 未満とする施設が新

たに 14％認められ、一定の柔軟な運用も

みられた。 

血小板輸血の基準についても、2025 年調

査では 2 万/μL 未満が 57％と最多であ

り、2020 年調査（64％）と同様に大きな

変化は認められなかったが、1 万/μL 未

満とする施設はやや増加していた（27％

→33％）。 

輸血時間については、赤血球・血小板いず

れも「3～4 時間」が主流であり、両調査

間で大きな差は認められなかった。一方、

2025年調査では「その他」の割合が約20％

認められ、患者の状態に応じた個別対応

が一部で行われている可能性が示唆され

た。 

以上より、輸血基準および実施方法は両

時点で概ね共通しており大きな変化は認

められなかったが、2025 年調査では一部

に柔軟な運用がみられた。 

６．輸血場所に関する認識 

  

終末期小児がん患者に対する輸血場所の

認識について、2020 年および 2025 年の調

査結果を、終末期に輸血を経験した施設

と在宅輸血を経験した施設に分けて比較

した。まず 2020 年調査では、終末期に輸

血を経験した施設において、「自宅」を適

切とする回答が 57％と最も多く、「患者・

家族が希望する場所」は 15％にとどまっ

ていた。一方、在宅輸血を経験した施設に

おいても、「自宅」が 56％と同様に最多で

あり、「患者・家族が希望する場所」は 22％

であった。すなわち、2020 年時点では、

在宅輸血の経験の有無にかかわらず、「自

宅」を中心とした比較的固定的な輸血場

所の認識が共有されていた。 

これに対し、2025 年調査では大きな変化

が認められた。終末期に輸血を経験した

施設では、「患者・家族が希望する場所」

が 64％と最多となり、「自宅」は 17％に

とどまった。また、在宅輸血を経験した施

設ではこの傾向がさらに顕著であり、「患

者・家族が希望する場所」が 81％と大半

を占め、「自宅」は 15％であった。 

この結果から、2025 年調査では輸血場所

に関する認識が「自宅」という特定の場所

から、「患者・家族の希望に基づく柔軟な
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選択」へと大きく変化していることが明

らかとなった。また、在宅輸血経験施設に

おいてその傾向がより顕著であることか

ら、在宅輸血の実践経験が療養場所に対

する価値観の変化に影響を与えている可

能性が示唆された。一方で、2020 年調査

においては、輸血経験施設と在宅輸血経

験施設の間で大きな差は認められなかっ

たのに対し、2025 年調査では両者ともに

「患者・家族の希望」を重視する傾向が強

まりつつも、在宅輸血経験施設でより高

い割合を示しており、経験の蓄積が認識

の深化に寄与していることが示唆される。 

2025 年調査の自由記載においても、この

認識の変化を裏付ける意見が多くみられ

た。すなわち、在宅輸血は通院負担の軽減

や自宅で過ごす時間の確保など、患者お

よび家族の生活の質（QOL）向上に寄与す

る医療として評価されていた。一方で、患

者の全身状態、家族の介護力、地域の医療

資源などに応じて最適な療養場所は異な

るため、一律に在宅を選択するのではな

く、個別の状況に応じた判断が重要であ

るとの認識が共有されていた。さらに、在

宅輸血の実施可能性は地域差や医療体制

に大きく依存しており、「対応可能な在宅

医療機関の不足」や「地域における医療資

源の偏在」が現実的な制約として指摘さ

れた。このことから、患者・家族の希望と

実際に提供可能な医療との間に乖離が存

在する現状も明らかとなった。 

以上より、終末期小児がん患者に対する

輸血場所の認識は、2020 年から 2025 年に

かけて、「自宅中心」から「患者・家族の

希望に基づく柔軟な選択」へと明確に変

化しており、特に在宅輸血の経験を有す

る施設においてその傾向が強いことが示

された。この変化は、在宅輸血の実践経験

の蓄積とともに、終末期医療における価

値観の変容を反映したものと考えられる。

考察 

終末期の小児がん患者が質の高い療養生

活を送るためには、在宅輸血療法の普及

が重要であり、安全かつ継続可能な医療

体制の充実が求められる。 
終末期小児がん患者への在宅血小板輸血

経験を持つ診療所は少ないが、本調査か

ら血液センターおよび病院、訪問看護ス

テーション等との地域医療連携体制の強

化、運営上の経済的支援（診療報酬の見

直し）に加え、小児在宅輸血マニュアル

の確立が重要であることが明らかとなっ

た。 
在宅輸血に関しては、既に日本輸血・細

胞治療学会ガイドライン委員会から、

2017 年に在宅赤血球輸血ガイドライ

ン、2023 年には在宅における血小板輸

血ガイド（第 1 版）（案）が公表されて

いる。しかし、これらは基本成人患者へ

のガイドラインとなっており、小児特有

の課題についての記載が少ない。今後、

小児がん患者への在宅血小板輸血の実践

データを集積していく臨床研究も大切だ

と考える。 
   

 

D. 結論 

本研究により、終末期小児がん患者に

対する在宅輸血療法は、この 5 年間で

実施施設数および症例数の増加を伴い、

単発的な試みから継続的実践へと移行

しつつあることが明らかとなった。一
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方で、その提供体制は依然として一部

施設に偏在し、安全性確保、人的・経済

的負担、小児特有の管理上の課題など、

多層的な問題が残存している。今後は、

小児がん拠点・連携病院と在宅医療機

関の連携強化を基盤とし、小児に適し

た標準的運用指針の整備、教育・支援体

制の構築、制度的支援の充実を図るこ

とで、終末期小児がん患者に対する在

宅輸血療法の安全かつ持続可能な普及

が求められる。 

E. 健康危険情報 

F. 該当なし 

 

G. 研究発表 

１． 論文発表 

該当なし 

２． 学会発表 

該当なし 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

該当なし 

2. 実用新案登録 

該当なし 

3. その他 

特記事項なし  
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

小児がん患者在宅移行の円滑化促進と 

在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

 

研究分担：社会資源の情報共有に関する検討  

分担研究報告書 
 

研究分担者 荒川 歩 

国立がん研究センター 中央病院小児腫瘍科 科長 

 

A. 研究目的 

本検討チームでは、先行研究におい

て、小児がん患者に対する在宅医療を

提供する際に参考となる情報として、

在宅移行を積極的に実施している病院

の在宅クリニック選定における Tips

や終末期診療のノウハウを情報交換で

きるように整理し、およそ中学生以上

の患者とその家族に向けた在宅資源紹

介用のリーフレットを作成した。 

研究要旨 
在宅移行を検討する際、地域で利用可能な社会資源を探し、アクセスする

ことが最初のステップとなる。本検討チームにおいては、先行研究におい

て、在宅移行時におよそ中学生以上の患者とその家族に対象に在宅資源を紹

介するためのリーフレットを作成した。本研究では、リーフレットを使用す

ることの効果を検討するためのワークショップの開催およびそのリーフレッ

トの改訂やその使用感の調査、学童期以下の患者向けのリーフレットの作成

に取り組むことを目標とした。学童期以下の患者を対象とした小児用のリー

フレットについても、加藤を中心にリーフレットを作成した 

令和 7 年度は、研究協力者の MSW の清水・鈴木を中心に Web ミーティング

で議論を重ねた上で、リーフレットの使用状況や使用感、小児がん患者の在

宅移行に際して、現場の医療従事者が医療資源をどのように活用しているか

を明らかにするためのインタビュー調査研究を立案、研究計画書を作成し

た。MSW や看護師を中心にまず 6施設に対し、インタビュー調査を実施した。

今後、さらにインタビュー調査を重ね、結果の解析を進める。また、研究協

力者の子ども療養支援士の加藤を中心に、昨年度完成させた学童期以下の患

者向けのリーフレットについて、使用感や使用状況を把握することを目的と

したインタビュー調査研究を立案し、研究計画書を作成のうえ、研究倫理委

員会に提出した。今後、インタビュー調査を実施の予定である。 
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本研究では、このリーフレットを使

用することの効果を検討するためのワ

ークショップの開催およびそのリーフ

レットの改訂、学童期以下の患者向け

のリーフレットの新規作成に取り組む

ことを目標とし、先行研究に引き続

き、小児がんの治療に携わる主治医が

患者の在宅移行を検討する際の一助に

なることを目的とする。 

 

B. 研究方法 

研究開始から 7年目となる令和 7年

度は、研究協力者の MSW の清水と鈴木

を中心に、当班員の所属施設や小児が

ん在宅移行を実施している医療機関に

おけて、リーフレットの使用状況や使

用感、ならびに小児がん患者の在宅移

行に際して医療資源をどのように活用

されているかについて、MSW や在宅支

援看護師へのインタビュー形式による

調査のための研究計画書を固定、倫理

審査委員会の確認を得る。これまでリ

ーフレットを配布した施設に事前アン

ケートを実施、インタビュー同意の得

られた施設から順にオンライン形式で

フォーカスグループインタビューを実

施する。最終的に、質的・記述的分析

を行い、結果をまとめる。さらに将来

的にはこのインタビュー調査結果を基

に、より使用しやすく実践的な内容に

なるよう中学生以上の患者とその家族

向けリーフレットの改訂を目指す。 

また、研究協力者である子ども療養

支援士の加藤を中心に学童期以下の低

年齢の患者を対象とした小児向けリー

フレットについては、実際の活用状況

や、年少の小児に在宅移行について、

実際どのような説明が行われている

か、その現状を明らかにするためのイ

ンタビュー調査を計画する。 

また、国立がんセンター中央病院に

おいては、終末期の小児患者に対する

在宅移行の説明がどの程度実施されて

いるかを把握するため、カルテを用い

た実態調査を施行する。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、医療機関間の情報共有お

よび患者とその家族への説明に用いる

リーフレットの作成に関する検討を行

う研究であり、個人情報の取扱いは最

小限にとどまるため、倫理的な懸念は

比較的少ないと考えられる。ただし、

例外的に非公開情報を取扱う場合に

は、守秘義務及び個人情報保護を厳守

する。 

 

C. 研究結果 

研究協力者の清水・鈴木を中心とし

て、リーフレットの使用状況や使用

感、小児がん患者の在宅移行に際し

て、現場の医療従事者が医療資源をど

のように活用しているかを明らかにす

るためのインタビュー調査研究を立案

し、「終末期を見据えた小児がん患者

の在宅移行における社会資源利用に関

する質的研究」の研究計画書を作成し

た。国立がん研究センター中央病院研

究倫理委員会の許可を令和 8 年 1月に

取得した。リーフレットを配布済みだ

った施設へ事前アンケートを実施、う

ちインタビュー同意の得られた東京・
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埼玉・神奈川・大阪の 4施設に対し、

令和 8 年 2 月 24 日に MSW および在宅

支援看護師を対象としたインタビュー

調査を実施した。さらに 3 月 24 日に

は福岡・三重の 2 施設へも実施し、計

6 施設における調査を行った。今後

は、対象施設数を拡充し、より多様な

視点からの検討を可能とするため、他

施設においても同様のインタビュー調

査を実施する計画である。 

研究協力者である子ども療養支援士

の加藤を中心に、学童期以下の低年齢

の患者を対象としたリーフレットにつ

いては、実際の活用状況や、年少の小

児に対して、実際どのような説明が行

われているか、その現状を明らかにす

るためのインタビュー調査について、

「終末期を見据えた在宅医療の導入お

よび在宅移行に際し小児がん患者に在

宅医療を紹介するリーフレットの改訂

に向けた研究」として研究計画書を固

定した。同研究倫理審査委員会に提出

し、令和 8 年 3月に研究許可を取得し

た。今後、機縁法にてインタビュー候

補者を選出し、調査を進める。 

さらに、国立がん研究センター中央

病院において、在宅移行を目指した終

末期の小児患者に対して、どの程度、

病状や在宅移行に関する説明が行われ

ているかを把握するため、カルテ調査

を実施し、その結果について、R7年

10 月にアムステルダムで開始された

Society of International Pediatric 

Oncology annual meeting において加

藤がポスター発表を行った。 

 

D. 考察 

本分担研究では、実際の在宅調整を

受け持ち、在宅移行において中心的な

役割を果たしている MSW を主体として

議論を進めている。現場の MSW や看護

師などで、患者側のニーズをより反映

された在宅移行支援の工夫について情

報を共有しながら、在宅調整が進めら

れることが望ましいと考える。 

本年度は作成済みの「中学生以上の

患者とその家族家族向け」と「学童期

以下の低年齢向け」の 2種類のリーフ

レットについて、使用感や使用状況、

ならびに在宅移行に実際に関わる医療

従事者が医療資源をどのように活用し

ているかを明らかにするため、2つの

インタビュー調査を立案、研究計画書

を固定した。MSW を中心とした調査研

究については、R8 年 2月、3 月の 2 回

計 6 施設のインタビュー調査を実施

し、令和 8 年 4月以降も引き続きイン

タビュー調査を実施予定である。子ど

も療養支援士の加藤を中心としたイン

タビュー調査については令和 8 年度 4

月以降に実施の予定である。 

本研究期間は、本年度で終了ではあ

るが、在宅移行の医療資源活用に関す

る重要な研究であるため来年度以降に

インタビュー調査の内容を解析した上

で、その結果を学会発表にて報告す

る。また、併せてリーフレットの改訂

について検討を行い、その後、改訂版

の作成を進める。 

 

E. 結論 

本年度は、作成済みの 2種類のリー
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フレットに関して、その使用状況や使

用感、また医療従事者が在宅移行に際

して医療資源をどのように活用してい

るかを明らかにするための調査研究を

実施した。 

 

F. 健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

１． 論文発表 

該当なし 

 

２． 学会発表 

Kae Kato, Eriko Uchida, Bunpei 

Miyazaki, Risa Yanai, Kayoko Tao, 

Natsumi Kikuchi, Kiyotaka Isobe, 

Ayumu Arakawa, Chitose Ogawa. Early 

introduction of home care and 

psychosocial support for pediatric 

patients with advanced cancer at 

the National Cancer Center Hospital, 

Japan. The Annual Congress of the 

International Society of Paediatric 

Oncology (SIOP 2025). 2025/10/20-23. 

Amsterdam. ポスター. 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

該当なし 

 

2. 実用新案登録 

該当なし 

 

3. その他 

該当なし 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



24 
 

 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

小児がんの子どもに対する充実した在宅医療体制整備のための研究 

 

研究分担： 治癒困難な小児がんの子どもと家族の在宅療養における 

心理社会的課題の認識に関する質的横断研究 

分担研究報告書 
 

研究分担者  

濵田裕子・下関市立大学看護学部・教授 

多田羅竜平・大阪市立総合医療センター緩和医療科・部長 

古賀友紀・国立病院機構 九州がんセンター小児・思春期腫瘍科・医長 

余谷暢之・国立成育医療研究センター 総合診療部緩和ケア科小児がんセンター・がん緩和

ケア科診療部長 

名古屋祐子・宮城大学看護学群次世代育成看護学分野・准教授 

                 研究協力者 

藤田紋佳・名古屋大学 大学院医学系研究科総合保健学専攻・准教授 

森口晴美・下関市立大学看護学部・助教 

A. 研究目的 

本研究は、治癒困難な小児がんの子どもと

家族の在宅療養における心理社会的課題を

明らかにすることを目的にした。 

B. 研究方法 

調査 1.研究対象は、治癒困難で在宅療養

の経験のある（もしくは在宅療養中）の

小児がん患者の家族（きょうだい含む）

を対象に個別にインタビューを行った。

調査２．治癒困難で在宅療養の経験のあ

る子どもと家族に関わった医療教育福祉

関係者にフォーカスグループインタビュ

研究要旨：治癒困難な小児がんの子どもと家族の在宅療養における心理社会的課題を明らかに

することを目的に、治癒困難で在宅療養の経験のある小児がん患者の家族（遺族）を対象に、

個別にインタビュー調査を行った。また、治癒困難で在宅療養を経験した小児がん患者の家族

に関わった医師と医療教育福祉専門職にフォーカスグループインタビューを実施し、再帰的テ

ーマ分析を行った。分析の結果、治癒困難な小児がんの子どもの在宅療養を経験した家族の様

相として 9 つのテーマが抽出されプロセス軸、子ども軸、家族軸、条件軸の 4 つの軸から整理

された。また、専門職の語りからは、在宅移行期と在宅移行後の 2 局面における課題と家族の

変容が示された。。在宅移行期では、家族の“治療の場の喪失と在宅移行の受容”、“移行プロセ

スにおける調整の困難”、移行後は“生活の医療化と家族システムの軋み”、“地域のつながりの

中で迎える「生」と看取りの納得”、“家族が孤立しないための医療の枠を超えた伴走”が抽出さ

れた。 
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ーを行った。 

インタビューは、文献検討と過去の研究

者の研究結果を踏まえ、インタビューガ

イドを作成し、半構造化インタビューを

行った。分析は、Braun ＆Clarke の再帰

的テーマティック分析を用いて行った。 

（倫理面への配慮） 

倫理的配慮として、研究計画を倫理委

員会の承認（承認番号 2024-035）を得た

のちに研究を開始し、研究参加者には事

前に同意説明文および口頭で説明し、承

諾を得たうえで実施した。 

 

C. 研究結果 

調査１：研究に参加した小児がん患者の

家族は 14名とも遺族で、母親 9名、父

親 4 名、きょうだい 1名であった。 

分析にあたって、インタビューで語られ

た内容は、必ずしも在宅療養における心理

社会的課題に焦点化されたものではなく、

在宅期間の幅も約 10 日間から 6年の長期

にわたる参加者や、また特異事例として、

DV や離婚、主治医との断絶など、多様な

背景要因も含まれており、語られた内容

を、当初の研究目的をそのまま分析テーマ

として、分析するには限界があった。そこ

で本分析では、心理社会的課題に限定せず

に、家族から語られた内容から在宅療養支

援のニーズと課題、在宅移行・在宅療養に

おける家族の様相として、9 つのテーマを

以下の 4 つの軸に沿って整理した：  

【プロセス軸】在宅移行から死別後までの

時間的流れ  

テーマ 1: 在宅移行の意思決定 ─ 希望と

不安の間で  

テーマ 2: 看取りと死別後の生き直し  

    2-1: 看取りの経験  

    2-2: 死別後のグリーフと変容  

【子ども軸】子どもの主体性と親の方略  

テーマ 3: 子どもの主体性 ─ 察知する力

と「やりたい」を生きる  

    3-1: 子どもの察知と死生観  

    3-2: 「やりたい」を叶える  

テーマ 4: 親の説明方略 ─ 「どこまで我

が子に伝えるか」という選択  

【家族軸】在宅が家族に与える影響と再

編  

テーマ 5: 在宅における家族の再編（再構

築）  

    5-1: 介護負担の偏在と家族の調整  

    5-2: 親の孤立  

テーマ 6: きょうだいの経験 ─ 家族の中

で見過ごされる存在  

【条件軸】在宅を成立させる要因  

テーマ 7: 家という場所の力-両義的な経

験  

 テーマ 8: 医療者との協働が在宅を可能

にする  

    8-1: チームを"仲間"にする実践  

    8-2: 信頼と希望を支える対話  

 テーマ 9: 制度的課題と「枠」から外れ

る困難 

 

 調査２：研究に参加した小児がん患者の

在宅療養に関わった医師４名（勤務医２

名、在宅医２名）と医療教育福祉関係者４

名（医療ソーシャルワーカー１名、チャイ

ルドライフスペシャリスト１名、訪問看護

師２名）であった。医師および医療教育福

祉関係者に対して、それぞれフォーカスグ

ループインタビューを実施した。 

インタビューでは、在宅療養における心
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理社会的課題に焦点化された語りだけでな

く、在宅移行の意思決定、家族関係の変

化、子どもの希望、医療者との関係、制度

的困難など、広範な経験が語られた。その

ため本分析では、心理社会的課題をより文

脈的に理解するために、在宅移行・在宅療

養における家族の様相を含めて整理した。 

 

移行期（病院）：「専門職の視点から捉えた

小児がんの子どもと家族の在宅移行におけ

る課題」 

テーマ 1：治療の場の喪失と在宅移行の受

容 

1-1：希望の揺らぎと医療の場から切り離

されることへの抵抗 

 1-2：悩みつつ移行に住む家族の葛藤 

テーマ２：移行プロセスにおける調整の困

難 

 2-1：在宅ケア導入に対する医療者の意図

と家族の認識のギャップ 

 2-2：移行準備における制度の壁と家族の

負担 

 

移行後（在宅）：「専門職の視点から捉えた

小児がんの子どもと家族の在宅移行におけ

る変容と適応」 

テーマ 1：あたりまえの暮らしの再生～家

族の原動力 

 1-1：子どもの「やりたい」を貫く、家な

らではの選択（子どもの意思と尊厳を最

優先する生活）  

 1-2：学校や友達という社会との再接続

（社会的交流の再開） 

テーマ２：生活の医療化と家族システムの

軋み（家族の危機） 

 2-1：母親のケアの重圧と生活の医療化 

 2-2：療養を支える基盤（経済的・物理的

環境）の脆弱性 

2-3：きょうだい児の孤立と家族関係の危機 

テーマ3：地域のつながりの中で迎える「生」

と看取りの納得（最期まで生ききる意味づ

け） 

 3-1 住み慣れた場で全うした「生」と看取

りの納得感（家での看取りによる意味づけ） 

テーマ４：家族が孤立しないための医療の

枠を超えた伴走【専門職としての在り方】 

 4-1：孤立を救う医療者との「ゆるいつな

がり」と地域支援 

 

D. 考察 

家族（遺族）から抽出されたテーマの

中心概念は「在宅という選択が可能に

する『子どもらしい時間』と家族の再

編・変容」であった。特に在宅移行の

意思決定は、子どもの希望と親の不安

の間で揺れ動く葛藤に満ちたプロセス

であった。しかし「いつでも病院に戻

れる」という保証が、心理的安全基盤

として極めて重要であった。 

また、訪問診療や訪問看護の導入は

「仲間を増やす」というフレーミング

によって心理的抵抗が軽減されるた

め、病院との継続的関係の維持や病院

から在宅への迅速なチーム形成と信頼

関係の構築が必要となる。 

特にテーマ７で示されたように、在

宅が「生き生き」をもたらすと同時に

負担ももたらすという両義性は、先行

研究（前田,2018）でも指摘されてい

る。さらに、小児がん家族が既存制度

の「枠から外れる」という知見は、先

行研究（加藤,2020）でも指摘され、
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現状では、専門職から抽出されたテー

マ４「家族が孤立しないための医療の枠

を超えた伴走」によって、支えられてい

る部分が大きい。今後は、誰でも同様に

家族が孤立しないための支援を受けられ

るようにすることが課題である。 

 

E. 結論 

小児がんの在宅療養における家族の様

相の中心概念は「在宅という選択が可

能にする『子どもらしい時間』と家族

の再編・変容」であった。家族から

は、在宅移行の意思決定や子どもの主

体性、家族の再編、家という場の両義

性、医療者との協働と信頼の在り方、

制度的課題が明らかになった。 

また、専門職からは、移行期の課題

として、家族の在宅移行の受容とその

プロセスにおける調整の困難が示され

た。移行後は、小児がんのこどもと家

族の在宅移行における変容と適応が抽

出され、概ね家族から抽出されたテー

マ（内容）と一致していた。本研究に

参加した専門職は、「家族が孤立しな

いための医療の枠を超えた伴走」をし

ており、制度的課題への対応は急務で

ある。 

F. 健康危険情報  

なし。 

G. 研究発表 

１． 論文発表 

なし。 

２． 学会発表 

濵田裕子,余谷暢之,多田羅竜平,古賀

友紀,名古屋祐子,藤田紋佳,森口晴美,

大隅朋生：治癒困難な小児がん患児の

在宅療養を支えた家族の語りからみえ

る心理社会的課題,第 23 回小児がん看

護学会学術集会,福岡,日本,2025,口演 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

なし。 

2. 実用新案登録 

なし。 

3. その他 

なし。 

 

 

 

 

 

 



 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

小児がん患者在宅移行の円滑化促進と 

在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

 

研究分担：小児がんの子どもに対する充実した在宅医療体制整備のための研究 

研究分担：在宅死亡後の病理解剖調査 

分担研究報告書 

 

研究分担者 埼玉県立小児医療センター  

血液・腫瘍科 科長 荒川ゆうき 

国立成育医療研究センター小児がんセンター 

子ども在宅クリニックあおぞら診療所せたがや 

大隅朋生 

 

 

A. 研究目的 

在宅死後の病理解剖のニーズと社会的意

義を明らかにするとともに、病院と在宅

医療機関が連携した運用モデルを確立

し、最終的には制度としての社会実装に

向けた基盤を提示することを目的とする  

B. 研究方法 

分担研究者の所属施設である埼玉県立

小児医療センターかかりつけであり、か

つ在宅でお看取り後に病理解剖を希望さ

れた症例、あるいは当センターと受託契

約を締結された医療機関で在宅お看取り

後に受託解剖を希望された症例のうち、

「在宅で終末期をむかえた子どもの病理

解剖に関する研究」（埼玉県立小児医療

センター倫理委員会 管理番号：2022-

05-003）の同意が得られた症例を対象と

する。実際の運用手順や実施方法、臨床

病理カンファレンスの実施まで行い社会

的ニーズ、問題点、実行可能性を明らか

研究要旨 
近年、小児がん診療においても在宅移行が進み、終末期を住み慣れた自宅で

迎え、お看取りに至る症例が増加している。こうした中、在宅での看取り後

に病理解剖を望むご家族や本人のニーズが顕在化している。本研究の最終年

度として、これまでに構築した運用体制に基づき、実際の在宅看取り後の病

理解剖および臨床病理検討会（CPC）を完遂した。本報告では、実施症例の

振り返りと、多職種が参加した CPC の評価を通じて、在宅病理解剖の社会的

意義、グリーフケアとしての側面、および持続可能な制度実装に向けた課題

を総括する 



にする。また、自由意思に基づくご遺族

からのアンケート調査を実施する。 

（倫理面への配慮） 

本研究におけるご家族へのアンケート

調査は、あくまでご遺族の自由意志に基

づき実施するものであり、研究への同意

が得られている場合であっても、アンケ

ートへの回答は任意とする。また、個人情

報の取り扱いに関しては、調査実施前に

十分な説明を行い、ご理解とご同意を得

た上で対応する。本研究は、「人を対象と

する生命科学・医学系研究に関する倫理

指針」およびヘルシンキ宣言を遵守し、研

究対象者の人格的尊厳、人権、ならびに個

人情報の保護を最優先に据えて実施する。 

 運用フローの確立： 死亡診断、遺

族同意の取得、葬儀会社による搬

送、病理解剖の実施、エンゼルケ

ア、そして CPC の開催に至る一連

の動線を実務レベルで確認した。 

 多職種連携 CPC の実施： 病理医、

主治医（病院・在宅）、訪問看護師、

MSW、臨床心理士等が参加するオン

ライン併用の CPC を開催した。 

 評価調査： CPC 参加者に対し自由

意思に基づくアンケートを実施し、

教育的効果や心理的影響を分析し

た 

 

C. 研究結果 

令和 6 年度には、在宅看取り後に病理

解剖を希望された症例が 1 例あり、実際

に病理解剖を実施した。現在、病理解剖の

結果をもとに、訪問診療医と連携して臨

床病理カンファレンスを開催する予定と

していた。 

令和７年度には、CPC を実施した。 

CPC の開催（2025 年 9 月 9 日）： 埼玉県

立小児医療センター、順天堂大学、あおぞ

ら診療所の共同開催により実施。 

参加状況： 計 48 名（在宅医・訪問看護：

26 名、順天堂大学：5 名、センター関係

者：17 名）と、多職種かつ広域な連携が

実現した。 

CPC アンケート結果と評価：CPC 参加者 30

名からの回答によれば、96.7%が「期待通

りの内容だった」と回答した。 

教育的・医学的意義： 「病理でここまで

細かく病態を推測できることに驚いた」

「在宅医療の向上に役立つ」との意見が

寄せられた。 

ご遺族への病理解剖結果のご報告：病気

の原因究明は難しくても実際に身体の中

で何が起こっていたかが解剖によりわか

り、説明を受けたことで気持ちに区切り

をつけることができたとの前向きなコメ

ントをいただいた。 

グリーフケアの側面： 「医療者のグリー

フケアにも繋がる」「本人の頑張りを改め

て認識できた」など、ご遺族だけでなく医

療従事者にとっても心理的な区切りとな

る効果が示された。 

 

本研究活動を通じて、在宅看取り後の

病理解剖という選択肢を具体化するため

の制度的・実務的枠組みを構築する基盤

を整えつつある。今後は、事例の蓄積を通

じて課題の可視化と改善を図るとともに、

全国的な制度整備に資する知見の提供を

目指す必要がある。 

 

D. 考察 



病理解剖は、死因の解明を通じて遺族

および医療従事者に対する医学的な最終

的判断を提供する行為である。これは、臨

床所見と病理所見の照合によって医療行

為の妥当性を検証し、医療者に対する教

育的フィードバックをもたらすという多

面的な意義を持つ。また、死因の明確化は、

ご遺族の納得と心理的ケア（グリーフケ

ア）に寄与する側面も大きい。 

近 年 、 分 子 病 理 解 剖 （ molecular 

autopsy）や遺伝学的病理解剖（genetic 

autopsy）の技術的進展により、病理解剖

時に採取された検体を用いた次世代シー

ケンサー（NGS）による網羅的遺伝子解析

が可能となっている。これにより、小児脳

幹部グリオーマなど、生前に生検が困難

であった症例においても、病態解明や新

規治療法の開発が現実的なものとなりつ

つある。 

しかしながら、現行の医療制度におい

て病理解剖は診療報酬の対象外であり、

多くの医療機関においては病院側の持ち

出しによって実施されているのが実態で

ある。たとえば、新渡戸記念中野総合病院

の報告では、病理解剖を希望する事例に

対しても、財政的制約からその希望に確

実に応えられないことが課題として指摘

されている。 

さらに、病理解剖の実施には、ご遺体の

搬送、時間的制約、遺体保全など、物理的・

倫理的なハードルが多数存在する。病理

解剖は、ご遺族および故人の「医学的貢献」

への意思に基づくものであり、医療者側

にはその意思に応える社会的・倫理的責

務があると考えられる。その実現には、尊

厳を保った体制整備とともに、それを支

える財源の確保が不可欠である。 

在宅看取り後においても病理解剖を希

望する事例は存在しており、終末期医療

の在宅移行が進む中で、このようなニー

ズは今後も増加する可能性が高い。しか

し現状では、在宅での看取り後に病理解

剖にアクセスするための制度的整備が不

十分であり、希望があっても実施に至ら

ないケースが散見される。 

日本病理学会は、「病理解剖は死因を正

確に把握し、治療の妥当性を検討するた

めの、医学的行為に準ずる重要な取り組

みである」と声明を出している。死因統計

や疾患動向の把握は、我が国の医学教育・

研究基盤を支えるとともに、医療の質の

向上や公衆衛生政策の立案、医療人材の

育成においても重要な役割を果たす。 

E. 結論 

5 年間にわたる研究を通じ、小児がん患

者の在宅看取り後における病理解剖の運

用モデルを実践したが課題は多い。今後

は本モデルを全国的な制度整備に役立て、

療養場所に関わらず、すべての患者・家族

が「医学的貢献」や「納得のいく終末期」

を選択できる社会の実現が求められる 

F. 健康危険情報 

（分担研究報告書には記入せずに、総括 

研究報告書にまとめて記入） 

 

G. 研究発表 

１． 論文発表 

 

２． 学会発表 

令和 7 年度は無 

知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 



1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

小児がん患者在宅移行の円滑化促進と 

在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

 

研究分担：小児がん患者と家族の経済的負担についての検討 

分担研究報告書 
 

研究分担者 余谷 暢之・国立成育医療研究センター総合診療部緩和ケア

科・診療部長 

名古屋祐子・宮城大学看護学群 小児看護学・准教授 

 

 

 

A. 研究目的 

小児がん治療は、集約化された専門

施設での長期入院を余儀なくされるこ

とが多く、家族は精神的・身体的負担

のみならず、深刻な経済的負担に直面

する。2021 年に国立がん研究センター

が行った小児がん患者の患者体験調査

では、医療費以外の支出（交通費、付

添い費）が家計を圧迫し、約 3 分の 2

の家族が就労形態の変化を経験してい

ることが報告されている。 

本研究は、既存の医療費助成制度の

枠外にある「直接非医療費（交通費・

生活費等）」および「間接費用（労働

喪失等）」を可視化し、家族の経済的

毒性が療養環境に与える影響を探索的

に明らかにすることを目的とする。 

B. 研究方法 

対象：国立成育医療研究センターに入

院中、または通院中の小児がん患者

（0〜18 歳）の主たる介護者。 

以下の調査項目について質問紙を用い

研究要旨 
小児がん家族が直面する「経済毒性」の実態を、直接非医療費や間接費用

の観点から探索的に調査した。予備調査の結果、医療費自体は公的助成があ

るものの、交通費や付添者の生活費等で月平均約 8 万円の自己負担が発生し

ていた。また、育児・介護休業制度の時限性が長期療養の実態と乖離してお

り、将来的な離職や減収のリスクが示唆された。さらに、旅行のキャンセル

料等の負担が、患児の QOL や社会体験を阻害する要因となっている。本研究

は、家族の経済的安定が患児の療養基盤であることを明らかにしており、今

後は症例数を増やし、生活維持コストへの補填や、長期療養に適した弾力的

な支援制度の構築に向けた政策提言が求められる。 
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て調査を行った。 

調査項目： 

患者属性： 年齢、診断名、病期等。 

経済的指標： 月間の直接非医療費

（交通費、食費、宿泊費、日用品費

等）、家族の就労状況の変化、世帯年

収。 

主観的評価： 日本語版 COST

（Comprehensive Score for 

financial Toxicity）スコアによる経

済毒性の評価。 

 

倫理的配慮： 「ヘルシンキ宣言」

および「人を対象とする生命科学・医

学系研究に関する倫理指針」を遵守

し、対象者の自発的な同意に基づき実

施した。 

C. 研究結果 

3 名の家族（固形腫瘍 2名、血液腫瘍

1 名）による予備的調査の結果を以下

に示す。 

1. 支出の実態（月額平均値） 

直接的な医療費（窓口負担）は助成

制度により保障されていたが、以下の

付随的費用が確認された。 

交通費： 平均 32,000 円 

食費・宿泊費（付き添い者）： 平均 

36,230 円（寝具代等の病院内費用を含

む） 

特定支出（一時的費用）： アピアラ

ンスケア（ウィッグ等） 200,000 円 

2. 収入および就労への影響 

公的支援： 全員が小児慢性特定疾病

医療費助成を受給。 

就労状況： 回答者の中で、入院前後

で就労状況が変化したものはなかった

が、育児休業制度の活用により収入を

維持している状態の家族もあった。 

3. 経済毒性（COST スコア） 

平均点： 25 点 

低所得世帯において、COST スコアが低

く（点数が低いほど深刻）、経済毒性

が顕著に現れる傾向が確認された。 

  4. 自由記載による課題の抽出 

●制度の限界：「現在は育休中で収入があ

るが、期間終了後は大幅な減収の恐れが

ある」「介護休業の付与日数が入院期間の

実態に見合っていない」といった、休業制

度の時限性に関する懸念が示された。 

●QOL 維持の困難さ：「治療の合間の外出

や旅行を計画しても、直前の体調不良に

よるキャンセル料等のリスクがあり、正

規料金での予約が家計の大きな負担にな

る」という意見が寄せられた。 

考察 

本研究の結果を以下の通り考察する。 

1. 「生活維持コスト」の不可視性 

本調査で明らかになった月額約 8万円

（交通費・食費等）の支出は、治療を継

続するこどもを支えるために「削ること

のできない必要な費用」である。これら

は公費負担の対象外であり、長期化する

ことで家計を圧迫するリスクがある。医

療そのものへの公的支援に加え、こうし

た「家族の療育・生活を支えるための生

活コスト」に対しての社会的補填につい

て検討する必要がある。 

2. 労働・福祉制度の「時限性」と実態

の乖離 

自由意見で示された育休・介休制度の

限界は、現行の制度設計が、年単位にお

よぶ小児がんの治療サイクルを十分に想
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定していないことを示唆している。経済

的理由による離職は、こどもの療養環境

や家族生活の質を著しく低下させる。長

期療養の実態に即した弾力性のある休業

制度や、新たな経済的支援モデルの構築

が求められる。 

3.社会参画への経済的障壁 

「旅行のキャンセル料」等の問題は、

病と共に生きるこどもの QOL や社会体験

の機会が、家族の経済的余裕に左右され

ている現状を浮き彫りにしている。こど

もが病気であっても「こどもらしく」過

ごす権利を保障するためには、医療面以

外の多角的な支援体制が必要である。 

 

D. 結論 

小児がん家族の直面する経済毒性は、

現在の医療費助成制度だけでは解消し得

ない構造的な課題である。本研究は少数

例の探索的調査ではあるが、「家族の経

済的安定」が、こどもの安心・安全な療

養の基盤であることを示している。今後

は症例数を拡充し、疾患種別や地域格差

を含めた包括的な実態解明を進め、それ

に基づく具体的な政策提言を行う必要が

ある。 

 

 

E. 健康危険情報 

特記すべきことはなし 

 

F. 研究発表 

１． 論文発表 

なし 

 

２． 学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 

  

 
 
 

 
 
 

 
 



 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

小児がん患者在宅移行の円滑化促進と 

在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

 

研究分担：こどもの意思決定支援  

分担研究報告書 

 

研究分担者 岡本康裕・鹿児島大学医歯学総合研究科小児科学教室・教授 

荒川ゆうき 埼玉県立小児医療センター 血液・腫瘍科 

長祐子 北海道大学病院 小児科 

横須賀とも子 地方独立行政法人神奈川県立病院機構神奈川県立こども医療セン

ター 血液腫瘍科 

大隅朋生・国立成育医療研究センター小児がんセンター/子ども在宅クリニックあ

おぞら診療所せたがや 

 

 

 

A. 研究目的 

小児がんの治癒が難しくなった時、最期

を自宅で過ごしたいと考える患者・家族

が一定割合でいる。岡本が行った分担研

究「終末期医療の現状調査」において、

2015 年 9月 30 日から 2020 年 9 月 30 日

研究要旨 
小児がん患者に対する情報提供や意思決定支援は依然として不十分であり、

特に在宅医療の導入に際して、本人や家族への十分な説明がないまま自宅療

養へと移行し、結果的に自宅で最期を迎えるケースが一定数存在することが

岡本が行った分担研究「終末期医療の現状調査」において示唆された。年齢

が高くなるほど説明が行われる傾向にはあるが、それでも 15 歳以上でさえ説

明を受けたのは約 4 割にとどまる。こうした現状を踏まえ、本研究は、小児

がん患者の意思決定支援における現状の課題を浮き彫りにし、多職種が共通

の指針を持って支援にあたれる体制構築を目指した 2024 年度から「たがや

す、種をまく」「考えを深める、そだてる」を段階的テーマとした計 5 回のセ

ミナーシリーズを企画・実施した。2025 年度は 2 回のセミナーを実施した。

アンケート結果からは、医療現場での具体的な対話や倫理的ジレンマに対す

る切実なニーズが明らかとなった。 
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の間に死亡した小児がん患者 670 例の終

末期の医療について調査したところ、

94%においてが困難であることが伝えら

れており、88%において DNR が指示され

ていた。自宅で死亡したのは全体の 20%

であった。終末期であることの説明は、

家族に対しては 94%と高率に行われてい

たが、小児がん患者自身には 16%にしか

されていなかった。こどもの発達段階や

治療の各段階において、意思決定支援を

続けることが、在宅医療や終末期医療の

選択にもつながると考えられる。また、

在宅医療従事者だけでなく、小児がんに

携わる医療者で取り組むべき重要な課題

と考えられ、こどもの意思決定支援のた

めに必要な要因や、障壁を明らかにする

ために本研究を立案した。 

  

B. 研究方法 

こどもの意思決定支援をテーマにした、

セミナーを 2024年から約 2年間で5回実

施し、そのセミナー出席者よりアンケー

トを収集することで小児がんに関わる医

療従事者が抱える課題や現状を把握する。

また、好事例にとどまらない事案集を２

か年計画で作成する。 

セミナー等において事例を提示する場合

などにおいては、本研究は、「人を対象と

する生命科学・医学系研究に関する倫理

指針」およびヘルシンキ宣言を遵守し、研

究対象者の人格的尊厳、人権、ならびに個

人情報の保護を最優先に据えて実施する。 

 

C. 研究結果 

本研究は、小児がん患者の意思決定支援

における現状の課題を浮き彫りにし、多

職種が共通の指針を持って支援にあたれ

る体制構築を目指している。岡本らによ

る調査では、家族への病状説明は 94%に

達する一方、患者本人への治癒困難の告

知は 16%に留まっている。このギャップ

を埋めるべく、2024 年度から「たがや

す、種をまく」「考えを深める、そだて

る」を段階的テーマとした計 5回のセミ

ナーシリーズを企画・実施した。結果と

して 2年間で計 4回の講演会を完遂し、

回を追うごとに参加希望者は急増、第 4

回では 1,111 名の応募を記録した。アン

ケート結果からは、医療現場での具体的

な対話や倫理的ジレンマに対する切実な

ニーズが明らかとなった。 

2025 年度は、当初の計画通り「考えを

深める、そだてる」を主眼に、以下の 2

回のオンラインセミナーを実施した。 

第 3回講演会（2025 年 6 月 27 日） 

テーマ： 生命倫理学と（こどもの）意

思決定支援 講師： 田代 志門 氏（東

北大学）実績： 申込者 736 名、当日参

加者約 430 名。医師よりもコメディカル

（看護師、ソーシャルワーカー等）の参

加が上回る傾向が見られた。 

第 4回講演会（2025 年 11 月 28 日） 

テーマ： 死が避けられないことをこど

もに伝えるとき 講師： 細谷 亮太 氏 

実績： 応募者総数 1,111 名、アンケー

ト回答者 552 名。参加登録者・実参加数

ともに過去最高を記録した。 
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これらを通じて、回を追うごとにコミ

ュニティが拡大し、現場のニーズに合致

した課題提起ができていることが確認さ

れたこれらの取り組みを通じて、子ども

の意思決定支援に関する関心の高まり

と、多職種での継続的な議論の必要性が

改めて確認された。 

D. 考察 

医療における子どもの権利に関して、

「医療における子ども憲章」第5条では、

「必要なことを教えてもらい、自分の気

持ち・希望・意見を伝える権利」が明記さ

れている。しかし、2022 年度までに実施

した「終末期医療の現状調査研究」では、

小児がん患者に対する情報提供や意思決

定支援が十分に行われていない現状が明

らかとなった。本研究では、全国の小児が

ん診療施設54か所から、2015年〜2020年

にかけての 670 名を対象とした終末期医

療に関するアンケート調査を実施した。

その結果、小児がん患者本人に治癒が困

難であることが伝えられた割合は 16%に

とどまり、在宅医療の選択肢が提示され

た割合は 15%であった。一方、実際に在宅

医療が導入された割合は 30%に達してお

り、一定数の患者が、十分な情報提供がな

されないまま在宅療養へ移行し、自宅で

亡くなっている可能性が示唆された。在

宅医療の導入に関しては、死亡時の年齢

が高いこと、および固形腫瘍であること

が寄与因子として抽出された。病状説明

の実施率は年齢が高くなるにつれて増加

する傾向がみられたが、15歳以上でも39%

にとどまり、成人と比較すると依然とし

て低い水準にある。特に 10〜15 歳の小児

では、治癒困難である旨が伝えられたの

は 20%に過ぎなかった。 

このような現状は、小児がん患者に対

して、年齢や理解力に応じた適切な情報

提供と意思決定支援が十分に行われてい

ないことを示している。在宅療養を選択

肢の一つとして提示するためには、病状

説明の段階から本人の意向を汲み取る取

り組みが不可欠である。ただし、治癒困難

であることを患者本人に伝えることは、

医療者にとっても、家族にとっても、精神

的に大きな負担を伴う。また、この問題に

は、医療的側面に加え、家族の価値観、文

化的背景、宗教観などの多様な要素が関

係するため、画一的な対応は困難である。

したがって、小児の意思決定支援に関す

る取り組みは、医療者だけでなく、倫理・

心理・福祉・教育など多様な分野の専門家

との連携のもとで進めていく必要がある。 

このような背景を踏まえ、「こどもの意

思決定支援」を広く議論する場としてセ

ミナーを開催した。開催したセミナーに

は医師だけでなく、看護師、MSW、薬剤師

など多職種が参加し、多様な視点からの

関心が寄せられた。参加者の診療経験年

数としては、0～5 年が最多であり、次い

で 6～15 年、15 年以上と続いた。これに

より、若手の医療従事者がこのテーマに

関心を寄せている傾向も示唆された。セ

ミナーに対する評価では、時間配分、内容

ともに「ちょうどよい」「期待通り」との

回答が多く、概ね好意的に受け止められ

ていた。 

アンケート結果からは参加者が実践に

即した学びや他職種との連携の深化を求
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めていることが明らかとなった。以上よ

り、小児がん患者に対する意思決定支援

の取り組みは、今後さらに発展させるべ

き重要な課題であることが確認された。

セミナーなどの教育的機会を通じて、多

職種が共通認識を持ち、患者と家族の意

思を尊重した医療を構築するための基盤

づくりを進めていく必要がある。 

2025 年度の活動では、特に「死が避け

られない状況での対話」という、医療

者・家族双方にとって心理的負担の大き

いテーマを扱ったが、参加者の爆発的な

増加は、こうした困難な場面での指針を

求める現場の切実な声の現れと言える。 

アンケートの自由記述からは、第 1回・

第 2 回の基礎的な「権利」や「傾聴」の

議論から、第 3回・第 4回を経て、より

具体的な「言葉かけ」や「臨床倫理的ジ

レンマ」へと関心が深化している様子が

伺えた。特に、コメディカルスタッフの

参加意欲が非常に高く、意思決定支援が

医師のみならず、チーム全体で取り組む

べき課題として定着しつつある 

E. 結論 

本研究を通じて、小児がん患者に対す

る終末期医療において、本人への情報提

供や意思決定支援が十分ではない現状が

明らかとなった。特に、年齢が高い小児で

あっても治癒困難であることが伝えられ

る割合が低く、在宅医療の導入について

も本人の意思が十分に反映されていない

可能性が示唆された。 

また、在宅医療という選択肢を適切に

提示し、患者・家族が納得して選択できる

ためには、本人への病状説明を年齢や発

達段階に応じて丁寧に行うことが不可欠

である。しかしながら、その実施は医療

者・家族双方にとって心理的に困難を伴

うことが多く、文化的・宗教的背景も複雑

に影響する。そのため、小児の意思決定支

援を実践していくには、医療、福祉、心理、

教育など多領域の専門家が連携し、共通

理解を深めながら取り組む必要がある。

本研究で実施したセミナーは、多職種が

関心を寄せる重要な課題であることを示

し、今後の教育的・実践的取り組みの基盤

となるものであった。 

今後は、より実践的な知識や事例の共

有を通じて、小児がん患者とその家族が

自らの意思に基づいて終末期の選択がで

きる医療環境の整備を推進していく必要

がある。その実現には、意思決定支援に

関する継続的な学びの場と、多職種が協

働する体制づくりが不可欠である。 

F. 健康危険情報 

（分担研究報告書には記入せずに、総括 

研究報告書にまとめて記入） 

 

G. 研究発表 

１． 論文発表 

なし 

 

２． 学会発表 

なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記

入） 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 
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なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

小児がん患者在宅移行の円滑化促進と 

在宅療養における課題とニーズ把握のための研究 

 

研究分担：「成人在宅医療機関との連携」 

分担研究報告書 
 

研究分担者 国立成育医療研究センター 小児がんセンター 

あおぞら診療所せたがや 大隅 朋生 

オレンジホームケアクリニック 紅谷 浩之 

医療法人財団はるたか会 前田 浩利 

 

A. 研究目的 

近年、小児がんの治癒率は著しく向上

しているが、依然として根治が困難な症

例も存在する。終末期における小児がん

患者の在宅療養を希望する家族は増加傾

向にあるものの、地域によっては小児特

有の病態や緩和ケアに対応可能な在宅医

療資源が極めて乏しい。そのため、在宅

移行を希望しながらも断念せざるを得な

い状況が散見されており、これまでの厚

労科研（大隅班）の調査においてもこの

課題は浮き彫りとなっている 。   

 

本来、小児在宅医がこれらの症例を担

うことが理想的ではあるが、希少疾患で

ある小児がん症例の発生頻度を鑑みる

と、全ての地域に小児専門の在宅医療機

関を普及させることは現実的ではな

い 。したがって、全国的に療養場所の

選択肢を確保するためには、地域医療の

主軸である成人在宅医療機関が、小児が

ん診療拠点病院等の専門機関と連携しな

がら小児症例にも対応できる体制を整備

することが不可欠である 。   

 

これまでも小児在宅医療に関する一般

的な啓発活動は行われてきたが、小児が

ん対策という点では依然として不十分で

ある 。過去の活動が「広範な知識の普

及」に留まり、実際の症例発生時の継続

研究要旨 
全国の終末期小児がん患者・家族の意向に沿った療養場所選択を実現する

ため、成人在宅医の受入体制整備を目的とした。本年度は昨年度構築した教

育プラットフォームを活用し、長野・京都・仙台の 3 拠点で地域の実情に即

したセミナーを開催した。本研究により、小児がん診療拠点病院と地域の在

宅医療機関の物理的・心理的距離を縮める実践的モデルが示され、全国的な

支援ネットワーク構築に向けた基盤が強化された。 
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的な支援体制構築に至らなかったという

反省を踏まえ、本研究では以下の戦略を

とることとした。すなわち、全成人在宅

医へ一律な教育を行うのではなく、受入

意欲のある医師や医療機関を抽出した上

で、必要時に専門家へ即座にアクセスで

きる「コンサルテーション機能」を担保

することである 。この重点的な情報提

供と支援体制の構築こそが、地域におけ

る小児がん在宅医療の実装可能性を最も

高める解決策であると考え、本取り組み

を実施する 。 

 

B. 研究方法 

① 在宅医療機関の選定 

代表者のもとには年間数件程度、様々な

地方の在宅医から小児がん在宅医療に関

するコンサルトがある。そのような地域

の在宅医を対象とする。その地域が連携

する小児がん診療施設とコンタクトをと

り、対象施設を含む複数の連携在宅医療

機関の提示を依頼する。提示された在宅

医療機関の合意が得られれば、それらの

機関を対象に小児がん在宅医療に関する

レクチャーを実施する。その際、小児が

ん診療施設にも参加を依頼し、地域とし

ての連携強化をはかる。また在宅医療機

関が連携する訪問看護ステーションにも

参加を依頼する。 

② レクチャー 

レクチャーは分担研究の 3名のほかに、

協力者として医療法人かがやき 市橋亮

一先生、よしき往診クリニック 宮本雄

気先生を加えた 5名を中心に行う。原則

として現地開催を想定している。内容と

して、まず小児がん在宅医療を行う上で

成人在宅医が知っておくべき小児がんと

成人がんの違いについて共有する。後半

部分として、実際の症例を用いたワーク

ショップ形式の実践講義を行う。 

③ 実症例発生時のコンサルテーション支

援 
レクチャーを受けた在宅医療機関につい

ては今後実際に小児がん在宅医療の診療

依頼が発生した際に、本分担研究メンバ

ーにコンサルテーションをしていただけ

るようにする。必要があれば診療に並行

して Web 会議によるディスカッションや

診療同行が行えるか検討する。 

 

（倫理面への配慮） 

講演で症例の情報を使用する際には、

一部の情報を変更する、などプライバシ

ーに配慮する。 

 

C. 研究結果 

2024 年度に作成し、学会や講演を通じ 

てブラッシュアップしたセミナーの枠組

みを利用して、2025 年度は新たに 3つの

地域でのセミナー開催を実現した。 

1. 長野 

小児・AYA がん在宅医療セミナー in 長

野（2025 年 12 月 12 日 於:信州大学） 

セミナー前半では症例ディスカッション

を通じて、長野県での小児 AYA がん終末

期在宅移行の経験と悩みについて、病院

側・在宅医療側を含めた共有と議論を行

った。後半では代表者による小児がん在

宅医療に関する講演を行った。現地 26

名・Web 29 名の参加があり、アンケート

では参加者の 90%以上で高い満足度が得

られた。 
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2. 京都 

小児・AYA がん在宅医療セミナー in 

Kyoto(2026 年 2月 13 日 於:京都大学) 

セミナー前半では現地の他職種（医師、

看護師、MSW など）から小児がん在宅医

療連携の悩みについての共有があり、在

宅関係者を含めた議論が行われた。後半

では代表者による小児がん在宅医療に関

する講演を行った。80名以上の参加申し

込み（現地、Web）があり、事後アンケ

ートでは約 95%の高い満足度が得られ

た。また、多職種が参加し、それぞれの

立場から「在宅移行のジレンマ」や「地

域連携の重要性」を再確認する機会とな

った。 

3. 仙台 

小児がん在宅医療セミナーみやぎ(2026

年 2 月 20 日 於:宮城県立こども病院) 

セミナー前半では症例ディスカッション

を通して、地域での課題を浮き彫りにし

病院側、在宅医療側を含めた有益な議論

が行われた。後半の代表者による講演で

は、本研究班での在宅看取り後の病理解

剖に関する取り組みに触れ、それに関連

する小児がん在宅医療と実践的知見の紹

介を行った。本セミナーでは小児がんで

お子さんを亡くされた複数のご遺族の参

加があり、いずれもポジティブな感想を

いただいた。セミナーは 40 名の参加者

があり、事後アンケートでは極めて高い

満足度が得られた。 

 

D. 考察 

本年度は、昨年度に構築した教育セミナ

ーのプラットフォームを発展させ、東北、

中部、関西という地理的に異なる 3 地域に

おいて、地域特性に応じた実践的研修を実

現することができた 。限られた地域での

取り組みではあるが、単なる知識の啓発に

留まらず、小児がん診療拠点病院（送出

側）と地域の成人在宅医療機関（受入側）

が顔の見える関係を構築し、具体的な症例

を通じて連携上の課題を共有できた意義は

大きい。 
本研究を通じて、成人在宅医が小児がん

症例の受け入れに際して抱く懸念（病態へ

の理解不足、多職種連携の煩雑さ、家族へ

の心理的ケア等）に対し、専門家による即

時的なコンサルテーション体制を提示した

ことは、心理的・実務的ハードルを著しく

低下させる要因となったと考えられる。 
また、セミナーに参加した多職種や遺族

からのポジティブなフィードバックは、地

域全体で小児がん患者を支える文化の醸成

を示唆している 。今回形成された地域間

ネットワークは、今後、稀少な症例経験に

ついて地域を超えて共有し、相互支援を行

うための重要なインフラとなり得る 。こ

れは、がん対策推進基本計画が掲げる「ど

こにいても適切な緩和ケアが受けられる体

制」の構築に直接的に寄与するものであ

る。 
 

E. 結論 

本研究を通じ、小児がん在宅医療に関

心を持つ成人在宅医療機関を対象に、実

地レクチャーと症例ベースのワークショ

ップを組み合わせた実践的研修モデルを

確立した 。このモデルは、地域における

医療資源の有機的な連携を促進し、専門

病院から在宅への円滑な移行を支える基

盤となることが示された 。 
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特に、診療現場での即時的なコンサル

テーション体制を組み込んだ本スキーム

は、全国的な支援ネットワーク構築に向

けた極めて有効な実践的モデルとなり得

る 。今後は、本研究で得られた知見を集

約し、継続的な教育機会の提供とともに、

地域ネットワークを全国規模へと拡充・

標準化していく必要がある 。これにより、

全国の小児がん患者と家族が、その意向

に沿った最適な療養場所を選択できる体

制の社会実装を目指すべきである 。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１． 論文発表 

なし 

 

２． 学会発表 

 なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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